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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期
第２四半期
累計期間

第27期
第２四半期
累計期間

第26期
第２四半期
会計期間

第27期
第２四半期
会計期間

第26期

会計期間

自平成20年
９月１日
至平成21年
２月28日

自平成21年
９月１日
至平成22年
２月28日

自平成20年
12月１日
至平成21年
２月28日

自平成21年
12月１日
至平成22年
２月28日

自平成20年
９月１日
至平成21年
８月31日

売上高（千円） 1,216,028746,459 557,043 353,7842,044,167

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
31,961 △3,414 △16,017 △9,544 △16,160

四半期純利益又は四半期(当期)純

損失(△)（千円）
17,402 △2,832 △8,805 △3,311 △16,986

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 295,000 295,000 295,000

発行済株式総数（株） － － 8,400 8,400 8,400

純資産額（千円） － － 862,158 818,676 827,769

総資産額（千円） － － 2,959,6272,708,0632,847,551

１株当たり純資産額（円） － － 103,277.2198,068.5799,157.83

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期(当期)純損失金

額(△)（円）

2,077.65△339.26△1,053.07△396.67△2,031.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 750

自己資本比率（％） － － 29.1 30.2 29.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
131,018 157,899 －　 －　 340,982

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△81,924 △9,086 － － △89,587

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△16,750△106,759 － － △24,577

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 404,581 641,108 599,055

従業員数（人） － － 96 76 96

　

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第26期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第27期第２四半期累計期間、第26期第２四半期会計期間、第27期第２四半期会計期間及び第26期の潜在株式

調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、１株当たり四半期

(当期)純損失であるため記載しておりません。

EDINET提出書類

日創プロニティ株式会社(E02493)

四半期報告書

 2/28



２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（人） 76 (11)

（注）１.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当第２四半期会計期間の平均

人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が当第２四半期会計期間において17人減少しましたのは、製造工程の合理化等による希望退職者募

集等によるものであります。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社において、開示対象となる事業の種類別セグメントはありませんので、製品区分別に記載しております。

(1）生産実績

　当第２四半期会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）の生産実績を製品区分別に示すと、次の

とおりであります。

製品区分別

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

金額（千円） 前年同期比（％）

オーダー加工品 204,635 49.9

企画品 72,435 82.9

その他 8,256 52.0

合計 285,328 55.6

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）の受注状況を製品区分別に示すと、次の

とおりであります。

製品区分別

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

オーダー加工品 141,188 55.2 78,925 33.9

企画品 89,603 74.1 4,356 47.7

その他 17,027 59.2 1,867 21.2

合計 247,819 61.1 85,149 34.0

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）の販売実績を製品区分別に示すと、次の

とおりであります。

製品区分別

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

金額（千円） 前年同期比（％）

オーダー加工品 236,280 58.6

企画品 91,574 78.4

その他 25,929 69.6

合計 353,784 63.5

　（注）１．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。
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相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

長崎船舶装備株式会社 37,945 6.8 37,000 10.5

ベニックス株式会社 120,252 21.6 16,715 4.7

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

(1) 当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

(2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他

提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　当社は前事業年度末に営業損失11,167千円を計上しており、当第２四半期会計期間は、製造経費、販売管理費の削減

に努めてまいりましたが、未だ営業損失11,575千円を計上しております。当該状況により継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象が存在しております。

　今後は「４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(5) 事業等のリスクに記載した重要事象等

について」に記載の利益改善の取り組みを実行することで、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

を解消できるものと考えております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期会計期間における我が国経済は、世界的な景気の減速、急激な円高の進行等を背景として、全ての産

業における設備投資の抑制、建設業界の着工件数減及び雇用情勢の悪化など総じて厳しい状況で推移いたしまし

た。当社の属する金属加工業界におきましては、需要の後退による受注環境の先行き不透明感が増しております。

　このような状況の中、当社は「加工のデパートを目指し、加工アイテムの増加に経営資源を集中する」、「加工ベ

ンチャーの精神で、加工の二文字が持つ無限大の可能性を追求し続ける」という理念のもと事業領域の拡大を図

り、また、当社独自の「オールインワン加工システム」による高品質・低コスト・短納期の加工をユーザーへ提供

してまいりました。

　オーダー加工品におきましては、設備投資の抑制による大型案件の少ない中、駐車場向け外装パネル、リチウムイ

オン電池工場向けクリーンルーム用パネル及び首都圏私鉄駅舎用外装板パネル、環境関連領域として今後の伸びが

期待される太陽光パネル用架台等の様々な業界に向けて受注に努めてまいりました。特に太陽光パネル用架台につ

きましては、太陽光発電導入を促進する制度が施行されたことにより、一般向け、産業向けに前年通期実績を凌ぐ状

況であり、継続して受注活動に力を入れてまいりました。しかしながら、前年同期に大型受注案件があったこともあ

り、結果といたしまして、オーダー加工品の売上高は、236,280千円(前年同期比41.4％減）となりました。

　企画品におきましては、既存顧客の掘り起こし及び新規顧客の増加を図るための施策を積極的に実施して、営業強

化を図ってまいりました。しかしながら、建設業界の着工件数の低迷、農業、畜産におけるハウス及び畜舎等の設備

投資の減少などの要因により、主力製品である波板・折板をはじめ全般的に厳しい状況でありました。以上の結果、

企画品の売上高は、91,574千円(前年同期比21.6％減）、その他の売上高は25,929千円(前年同期比30.4％減）とな

りました。

　管理面におきましては、平成21年11月に実施いたしました希望退職による人件費の削減及び加工工程の更なる合

理化を図り、低迷する需要環境の中で利益体質の強化に向けて、強固な管理体制の構築を図ってまいりました。

　結果といたしまして、当第２四半期会計期間の売上高は353,784千円(前年同期比36.5％減）、営業損失11,575千円

(前年同期は13,764千円の営業損失）、経常損失9,544千円(前年同期は16,017千円の経常損失）、四半期純損失

3,311千円(前年同期は8,805千円の四半期純損失）となりました。

　なお、当第２四半期累計期間における売上高は746,459千円（前年同期比38.6%減）、営業損失13,125千円(前年同

期は36,792千円の営業利益)、経常損失3,414千円(前年同期は31,961千円の経常利益)、四半期純損失2,832千円（前

年同期は17,402千円の四半期純利益）となりました。

(2) キャッシュ･フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第１四半期会計期間末に比べ

22,753千円減少し、641,108千円となりました。

　また、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は12,118千円（前年同四半期は135,063千円の獲

得）となりました。

　これは主に、売上債権の増加30,246千円、仕入債務の減少27,963千円がありましたが、たな卸資産の減少59,438千

円、減価償却費48,882千円により資金が増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は4,151千円（前年同四半期は87,783千円の使用）

となりました。

　これは主に、定期預金の預入14,264千円により資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は30,720千円（前年同四半期は67,703千円の獲得）

となりました。 

　これは主に、短期借入金の純減額10,000千円、長期借入金の返済19,678千円により資金が減少したことによるもの

であります。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、78千円であります。

　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 事業等のリスクに記載した重要事象等について

　当社は、継続的な営業損失の状況からの早期脱却を最大の課題として、以下に示す具体的な施策を積極的に推進し

ております。

①経費削減

　厳しい経営環境の中、当社にとりましても売上規模の縮小が予測される状況であります。このような状況におい

て、利益体質を強固なものとすべく、役員報酬の減額及び波のある受注環境に柔軟に対応できる製造現場の合理

化等、全社的な経費の見直し及び抑制に積極的に取り組んでまいります。

②売上高の維持・確保

　業種の景況や大型受注案件に依拠しない売上高確保の体制を築くために、「オリジナル製品」の開発と販売、環

境関連業界や医療関連業界など販売領域の拡大に注力してまいります。　

　以上の施策により、当第２四半期会計期間における業績は概ね予定どおりに推移しており、当社は継続企業の前提

に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。従って、継続企業の前提に関する注記に該当する事

項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000

計 24,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年４月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,400 8,400
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 8,400 8,400 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年８月３日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 27

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108

新株予約権の行使時の払込金額（円） 155,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月４日

至　平成28年８月３日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　 155,000

資本組入額　　　　　77,500

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の行使の時点において、権利者が下記のいず

れかの身分であることを要する。

ａ．当社の取締役、監査役または使用人。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他取締

役会決議において正当な理由があると認めた場合

にはこの限りではない。

ｂ．顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の

如何を問わず当社との間で委任、請負等の継続的な

契約関係にある者。

・新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。

・その他行使の条件については、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の発行後、当社が株式を分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調

整する。

ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式

交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る株式数の調整を行う。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式

交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る払込金額の調整を行う。

２．平成19年３月20日開催の取締役会決議により、平成19年４月10日付で１株を４株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年12月１日～

平成22年２月28日
－ 8,400 － 295,000 － 215,000

（５）【大株主の状況】

 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

石田 利幸 福岡県福岡市南区 3,514 41.83

石田  徹 福岡県福岡市南区 532 6.33

石田 洋子 福岡県福岡市南区 410 4.88

井上 亜希 福岡県福岡市南区 400 4.76

日創プロニティ従業員持株会 福岡県福岡市南区向野1丁目15-29 269 3.20

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神2丁目13－1 240 2.85

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲2丁目10-17 160 1.90

荒巻 記代子 福岡県嘉麻市 132 1.57

株式会社めんたい 福岡県福岡市中央区天神3丁目3-3 104 1.23

後藤 正治 福岡県糟屋郡篠栗町 102 1.21

計 － 5,863 69.79
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　52 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,348　 8,348 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,400 － －

総株主の議決権 － 8,348 －

　

②【自己株式等】

 平成22年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日創プロニティ

株式会社

福岡県福岡市南区

向野一丁目15番29号
52 － 52 0.61

計 － 52 － 52 0.61
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年９月 10月 11月 12月 平成22年１月 ２月

最高（円） 47,000 46,200 41,500 35,700 32,000 31,500

最低（円） 44,100 36,800 26,000 28,600 26,500 26,950

　（注）　最高・最低株価は、福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年９月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年12月１日から平成21

年２月28日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、如水監査法人による四半期レビューを受

けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年２月28日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 713,175 664,083

受取手形及び売掛金 ※4
 347,486 398,966

商品及び製品 36,198 39,906

仕掛品 16,726 45,965

原材料及び貯蔵品 261,249 271,924

前払費用 2,411 935

繰延税金資産 12,156 6,713

未収入金 2,926 7,573

その他 630 730

貸倒引当金 △1,513 △1,725

流動資産合計 1,391,448 1,435,073

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 421,180

※1
 433,371

構築物（純額） 13,607 15,198

機械及び装置（純額） 648,798 728,981

車両運搬具（純額） 1,252 1,489

工具、器具及び備品（純額） 7,154 7,923

土地 ※1
 218,270

※1
 218,270

有形固定資産合計 ※5
 1,310,263

※5
 1,405,234

無形固定資産 6,115 6,919

投資その他の資産

破産更生債権等 8,424 8,261

その他 236 324

貸倒引当金 △8,424 △8,261

投資その他の資産合計 236 324

固定資産合計 1,316,615 1,412,478

資産合計 2,708,063 2,847,551
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年２月28日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 31,028 51,125

短期借入金 ※1
 995,000

※1
 975,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 98,712

※1
 113,112

未払法人税等 1,572 11,710

その他 77,969 73,962

流動負債合計 1,204,282 1,224,910

固定負債

長期借入金 ※1
 302,762

※1
 408,918

退職給付引当金 25,579 29,189

長期未払金 300,200 300,200

繰延税金負債 56,427 56,427

その他 136 136

固定負債合計 685,104 794,871

負債合計 1,889,387 2,019,782

純資産の部

株主資本

資本金 295,000 295,000

資本剰余金 215,000 215,000

利益剰余金 310,411 319,504

自己株式 △1,734 △1,734

株主資本合計 818,676 827,769

純資産合計 818,676 827,769

負債純資産合計 2,708,063 2,847,551
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 1,216,028 746,459

売上原価 970,061 601,989

売上総利益 245,967 144,470

販売費及び一般管理費 ※
 209,174

※
 157,595

営業利益又は営業損失（△） 36,792 △13,125

営業外収益

受取利息 391 237

助成金収入 － 14,870

その他 5,109 2,515

営業外収益合計 5,501 17,623

営業外費用

支払利息 10,277 7,913

その他 55 －

営業外費用合計 10,332 7,913

経常利益又は経常損失（△） 31,961 △3,414

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 49

特別利益合計 － 49

特別損失

固定資産除却損 9 15

特別退職金 － 4,614

特別損失合計 9 4,630

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 31,951 △7,996

法人税等 14,549 △5,031

過年度法人税等還付税額 － △132

四半期純利益又は四半期純損失（△） 17,402 △2,832
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成20年12月１日
　至　平成21年２月28日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 557,043 353,784

売上原価 470,446 296,128

売上総利益 86,596 57,656

販売費及び一般管理費 ※
 100,361

※
 69,231

営業損失（△） △13,764 △11,575

営業外収益

受取利息 188 138

助成金収入 － 5,410

その他 2,781 232

営業外収益合計 2,969 5,781

営業外費用

支払利息 5,184 3,750

その他 37 －

営業外費用合計 5,222 3,750

経常損失（△） △16,017 △9,544

特別損失

固定資産除却損 9 15

特別損失合計 9 15

税引前四半期純損失（△） △16,027 △9,559

法人税等 △7,221 △6,115

過年度法人税等還付税額 － △132

四半期純損失（△） △8,805 △3,311
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

31,951 △7,996

減価償却費 117,353 97,751

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,750 △49

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,273 △3,610

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,286 －

受取利息及び受取配当金 △391 △237

支払利息 10,277 7,913

特別退職金 － 4,614

売上債権の増減額（△は増加） 43,526 51,316

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,870 43,622

仕入債務の増減額（△は減少） △44,517 △20,097

未払費用の増減額（△は減少） △28,252 5,212

その他 △6,120 1,571

小計 141,269 180,010

利息及び配当金の受取額 391 237

利息の支払額 △10,202 △7,669

特別退職金の支払額 － △4,614

法人税等の支払額 △439 △10,197

過年度法人税等還付税額 － 132

営業活動によるキャッシュ・フロー 131,018 157,899

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 64,646 17,742

定期預金の預入による支出 △39,565 △24,781

有形固定資産の取得による支出 △106,385 △1,597

無形固定資産の取得による支出 △620 △450

投資活動によるキャッシュ・フロー △81,924 △9,086

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 20,000

長期借入れによる収入 95,000 －

長期借入金の返済による支出 △51,718 △120,556

自己株式の取得による支出 △1,734 －

配当金の支払額 △8,297 △6,203

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,750 △106,759

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32,343 42,053

現金及び現金同等物の期首残高 372,238 599,055

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 404,581

※
 641,108
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が、前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度決算において算定した貸倒

実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しておりま

す。　

２．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等に著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

４．固定資産の減価償却費の算定方法　 　定率法を採用している固定資産については、当事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

 税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年２月28日）

前事業年度末
（平成21年８月31日）

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務

（1）担保に供している資産は次のとおりであります。 （1）担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 399,490千円

土地 183,981千円

計 583,471千円

建物 410,631千円

土地 183,981千円

計 594,612千円

（2）担保付債務は次のとおりであります。 （2）担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 630,000千円

1年内返済予定の長期借入金 78,712千円

長期借入金 252,762千円

計 961,474千円

短期借入金 655,000千円

1年内返済予定の長期借入金 93,112千円

長期借入金 348,918千円

計 1,097,030千円

　２．受取手形裏書譲渡高

128,698千円

　２．受取手形裏書譲渡高

144,012千円

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当第２四半期会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 2,140,000千円

借入実行残高 995,000千円

差引額 1,145,000千円

当座貸越限度額の総額 2,500,000千円

借入実行残高 975,000千円

差引額 1,525,000千円

※４．当第２四半期会計期間末日が休日（金融機関の休

日)につき、当第２四半期会計期間末日満期手形を満

期日に入・出金の処理をする方法によっています。

 当第２四半期会計期間末日満期手形は次のとおりで

す。

受取手形 1,578千円

裏書手形 17,593千円

──────

※５．有形固定資産の減価償却累計額は、1,665,078千円で

あります。

※５.有形固定資産の減価償却累計額は、1,568,836千円で

あります。
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 42,610千円

役員報酬 44,631千円

給料及び手当 47,787千円　

賞与引当金繰入額　 7,059千円

退職給付費用　 997千円

貸倒引当金繰入額　 4,750千円

その他　 61,337千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 23,871千円

役員報酬 38,613千円

給料及び手当 44,009千円　

退職給付費用 877千円

研究開発費 572千円

その他　 49,650千円

前第２四半期会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 18,054千円

役員報酬 21,912千円

給料及び手当 22,993千円　

賞与引当金繰入額 3,255千円

退職給付費用 466千円

貸倒引当金繰入額 4,727千円

その他 28,951千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 11,036千円

役員報酬 16,701千円

給料及び手当 20,437千円　

賞与引当金繰入額 △3,253千円　

退職給付費用 433千円

貸倒引当金繰入額 205千円

研究開発費 78千円

その他 23,592千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年２月28日現在） （平成22年２月28日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 463,497

預入期間が３か月を超える定期預金 △58,915

現金及び現金同等物 404,581

　

 （千円）

現金及び預金勘定 713,175

預入期間が３か月を超える定期預金 △72,066

現金及び現金同等物 641,108
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年２月28日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２

月28日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,400株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  52株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年11月26日

定時株主総会
普通株式 6,261 750 平成21年８月31日 平成21年11月27日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（有価証券関係）

当社は、有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。　

（デリバティブ取引関係）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。　

（持分法損益等）

該当事項はありません。　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年２月28日）

前事業年度末
（平成21年８月31日）

１株当たり純資産額 98,068.57円 １株当たり純資産額 99,157.83円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 2,077.65円 １株当たり四半期純損失金額(△) △339.26円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。な

お、前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はあ

りますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第２四半期累計期

間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、１株当たり四

半期純損失であるため記載しておりません。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） 17,402 △2,832

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
17,402 △2,832

期中平均株式数（株） 8,376 8,348

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

前第２四半期会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △1,053.07円 １株当たり四半期純損失金額(△) △396.67円

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純損失(△)（千円） △8,805 △3,311

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)

（千円）
△8,805 △3,311

期中平均株式数（株） 8,362 8,348

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年８月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日創プロニティ株式会社(E02493)

四半期報告書

26/28



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年３月31日

日創プロニティ株式会社

取締役会　御中

如水監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 廣島　武文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 児玉　邦康　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日創プロニティ株式

会社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年12月１日から平成

21年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日創プロニティ株式会社の平成21年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年４月１日

日創プロニティ株式会社

取締役会　御中

如水監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 廣島　武文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 児玉　邦康　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日創プロニティ株式

会社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成

22年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日創プロニティ株式会社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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